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アンリツの
ブランドビデオは
こちらから

ブランドステートメント

アンリツは、創業以来変わらぬ姿勢で
はぐくみ続けてきた経営理念の下、
新しい経営ビジョンを掲げました。
新生アンリツにご期待ください。

企業理念

経営ビジョン

経営方針

経営理念
「誠と和と意欲」をもって、“オリジナル&ハイレベル”な

商品とサービスを提供し、安全・安心で豊かな
グローバル社会の発展に貢献する

｢はかる｣を超える。限界を超える。共に持続可能な未来へ。

1.克己心を持ち、「誠実」な取り組みにより人も組織も“日々是進化”を遂げる
2.内外に敵を作らず協力関係を育み、「和」の精神で難題を解決する

3.進取の気性に富み、ブレークスルーを生み出す「意欲」を持つ
4.ステークホルダーと共に人と地球にやさしい未来をつくり続ける「志」を持つ

経営ビジョン刷新に伴い、ブランドステートメントも

“Advancing beyond” にリニューアルいたしました。

このブランドステートメントには、当社のコンピテンシー

である「はかる」を極めていくとともに、内外の異なる

発想や技術をさらに掛け合わせて、従来の「はかる」を

超えた価値や新領域を開拓していくことで次の事業の

柱を成長させ、攻めの姿勢でこれまでのアンリツの限界を

超え、関係するあらゆる人々とともに持続可能で魅力的

な未来を次世代につないでいこうという経営ビジョンの

強い思いが込められています。

サステナビリティ方針
私たちは「誠と和と意欲」をもってグローバル社会の
持続可能な未来づくりに貢献することを通じて、企業
価値の向上を目指します。

1. 長期ビジョンのもと事業活動を通じて、安全・安心で
 豊かなグローバル社会の発展に貢献します。
2. 気候変動などの環境問題へ積極的に取り組み、人と
 地球にやさしい未来づくりに貢献します。
3. すべての人の人権を尊重し、多様な人財とともに
 個々人が成長し、健康で働きがいのある職場づくりに
 努めます。
4. 高い倫理観と強い責任感をもって公正で誠実な活動
 を行い、経営の透明性を維持して社会の信頼と期待
 に応える企業となります。
5. ステークホルダーとのコミュニケーションを重視し、
 協力関係を育み、社会課題の解決に果敢に挑んでい
 きます。
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新型コロナウイルス感染症への対応
新型コロナウイルス感染症に罹患された皆さまと、ご家族お
よび関係者の皆さまに謹んでお見舞いを申し上げると同時
に、亡くなられた方々のご冥福を心よりお祈り申し上げます。
　当社グループは、職場の換気、アクリル板の設置、車出勤の
推奨、会社バスの本厚木駅と事業所間の運行や全従業員への
マスク配布、ワクチンの職域接種など様々な感染症対策を
徹底してきました。テレワークによる出社人数の削減率は最大
80%となっています。さらに自社製造のマスクを地域病院に
供給するなど地域貢献にも力をいれています。
　また制度面でも従業員が躊躇なく休みをとれるように、新
型コロナウイルス特別有給休暇制度の設定やテレワーク手当
の設定、心と体のケアの為のカウンセラー窓口の設置など従
業員が安全、安心に働ける環境づくりを行っております。
　先行きは依然不透明ではありますが、当社グループは、今
後もリスクレベルに応じたテレワーク対象範囲の最適化、IT
インフラの整備・拡張および調達の多様化等の対策に取り組
むことで、事業への影響を最小限に抑えるべく努めてまいり
ます。

グループCEOメッセージ

代表取締役 社長
グループCEO 

濱田　宏一

世界の安全・安心を支える価値創造

市場状況と当社の取り組み
情報通信分野においては、5Gサービスが各国で開始される
など、オペレータの5G商用化スケジュールは順調に進展して
います。日本においても2020年3月から都市部を中心とした
一部のエリアで5Gサービスが開始されました。2020年7月
には、3GPPにおいてユースケースの拡張が期待される超低
遅延および多数同時接続の仕様策定「Release16」の標準
化が完了し、Automotive分野での5G活用に向けた研究開
発や、ローカル5Gのようなプライベート領域での5Gネットワー
ク構築に向けた調査や実証実験が始まっています。3GPPで
は引き続き、高周波数帯の拡張、通信エリアの拡大、低消費
電力・低コスト通信など、5Gの更なる効率性、性能改善を目
的とした新たな仕様「Release17」の検討が、2022年の標準
化完了を目指して進められています。
　また、クラウドサービスの高度化や5Gサービスの進展によ
りデータ・トラフィックが急増し、ネットワーク・インフラを逼
迫させつつあります。ネットワークのさらなる高速化を進める
サービス・プロバイダでは、100 Gbpsサービスの導入が本格
化するとともに、ネットワーク機器メーカーでは、400Gbpsネッ
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トワーク装置の開発も進展しています。このような環境のも
と、通信計測事業グループは、5G商用化に向けた開発関連
需要およびネットワーク高速化に向けた開発・生産関連需要
を獲得しました。
　PQA事業の分野においては、新型コロナウイルス感染症の
拡大の影響により一部の顧客の設備投資に慎重な姿勢が続
いている中、品質保証工程の自動化需要の獲得に向けて、X線
を軸としたソリューションの競争力強化と対面営業に代わる
販売促進策の強化に取り組みました。

GLP2020振返り
当期は、前中期経営計画GLP2020の最終事業年度でした。
　GLP2020の目標数値は売上1,050億円、営業利益145億円、
営業利益率14%、ROE12%でありこれに対し、結果は売上
1,059億円、営業利益197億円、営業利益率19%、ROE16%
とすべての項目で達成することができました。
　多くの企業がコロナ禍の影響を受ける中で、当社も例外で
はありませんでした。顧客と直接面会できない中でご要望を

把握しなくてなりません。慣れないテレワークでコミュニケー
ションが難しい中、複雑な製品を開発しなくてはなりません。
また市場の動向が見えない中で、突然の生産要求に対応しな
くてはなりませんでした。このような多くの困難をお客さまや
取引業者さまを始め多くのステークホルダーにご協力をいた
だきながら、従業員が一致団結して乗り越えてきました。あり
がとうございました。

「はかる」を極め、
共に持続可能な未来を築く

アンリツグループは、無線通信実験が世界で最初に成功した1895 年に誕生し、2021年で創業126年を迎えます。

その長い歴史は、常に情報通信の最先端技術を追い求めるパイオニアとして、挑戦の道を歩んできました。コアコ

ンピタンスである「はかる」技術をベースに、情報通信分野と食品・医薬品分野を中心に支えてまいりました。

　そして今、従来の「はかる」を超えた新しい領域へ踏み出すために、経営ビジョンを一新しました。攻めの姿勢

で今までのアンリツの限界を超え、全てのステークホルダーの皆さまと共に、持続可能で魅力的な未来を次世代

に繋いでいく。この強い想いを、2つの語に纏めたのが、新ブランドステートメント「Advancing beyond 」です。

このステートメントのもとで、次の事業の柱を成長させ、攻めの姿勢で今までのアンリツの限界を超えていきます。

　アンリツは、これからもお客さまとともに、安全・安心で豊かなグローバル社会の発展に貢献してまいります。

* 2018年 4月策定
（参考）GLP 2020想定為替レート： 1⽶ドル =105円、1ユーロ=125円

■ 中期経営計画GLP2020の振り返り

GLP2020

指標 FY 2018 FY 2019 FY 2020 FY 2020*

売上⾼ 997億円 1,070億円 1,059億円 1,050億円
営業利益 112億円 174億円 197億円 145億円
営業利益率 11% 16% 19 % 14%
当期利益 90億円 134億円 161億円 110億円
ROE 11% 15% 16% 12%

計測
事業

売上⾼ 682億円 752億円 748億円 700億円
営業利益 94億円 151億円 177億円 100億円
営業利益率 14% 20 % 24% 14%

PQA
事業

売上⾼ 231億円 226億円 214億円 260億円
営業利益 16億円 12億円 13億円 30億円
営業利益率 7 % 6% 6% 12%
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グループCEOメッセージ

新経営ビジョンへの思い
2021年度は新経営ビジョンと新三カ年計画GLP 2023がス
タートする年です。新経営ビジョンは
“「はかる」を超える。限界を超える。共に持続可能な未来へ。”
我々のコンピテンシーである「はかる」を極めていくとともに、
内外の異なる発想や技術をさらに掛け合わせ、従来の「はかる」
を超えた価値や新領域を開拓していくことで次の事業の柱を
成長させ、攻めの姿勢で今までのアンリツの限界を超えていき
ます。そして関係するあらゆる人 と々ともに持続可能で魅力的
な未来を次世代に繋いでいく思いをビジョンに込めました。
　2020VISIONの過去10年間は利益ある持続的成長の実現
で強い財務体質を構築してきました。この強い財務体質を有
効に使い、今後は成長への投資を強化していきます。そして、
2030年度は、アンリツグループの成長、飛躍のステージと位置
づけ、4つのカンパニーと研究所の成長によって、安定した収
益を上げる企業としての2,000億円企業を目指していきます。

｢はかる｣を超える。

アンリツは、｢はかる｣を極めていくと同時に、
外部の異なる発想や技術をさらに掛け合わせ、
従来の｢はかる｣を超えた、�
更に高い価値や新領域を創造していく。

限界を超える。

社員一人ひとりの情熱と挑戦で、�
自らの殻を打ち破り技術だけでなく、�
組織のあらゆる場面でブレークスルーを生み出し、
事業のこれまでの限界を超えて、�
アンリツは変貌し続けていく。

共に持続可能な未来へ。

これからのアンリツは、�
持続可能で魅力的な未来を次世代につなぐため、
社員、お客さま、そして関係するあらゆる人々 と共に、
社会課題の解決に果敢に挑んでいく。

経営ビジョン：「はかる」を超える。限界を超える。共に持続可能な未来へ。

利益ある	
持続的成長
強い財務体質
を作った10年

5Gピークに向けて	
成長の3年

新たな芽を
成長させる3年

4つのカンパニーと	
研究所の成長により	

安定した収益をあげる企業

2,000億円企業を目指す

2020VISION

GLP2023

FY2030

財務戦略として、 
成長への投資を強化

アンリツグループとして 
成長・飛躍のステージへ

■ FY2030の目指す姿
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GLP2023
5Gのピークに向けて成長の3年
GLP2023では2023年度連結売上高1,400億円、営業利益270
億円、連結営業利益率19%、当期利益200億円、ROE15%の
目標達成に取り組みます。
　GLP2023の3年間は、5G計測市場のピークに向けた成長の
3年です。5Gビジネスを中心に、さらに5G利活用分野への広が
りやネットワーク高速化の需要拡大に的確に対応したソリュー
ションをタイムリーに提供することで、競争力優位を確立し、
5G/IoT社会を支えるリーディングカンパニーを目指します。

投資戦略と株主還元について
当社の事業は通信計測への依存度が高く、携帯電話の技術
が変わるたびに、市場の影響を大きく受けてきました。この
影響を少なくし、安定した収益を上げる企業となるため、新
領域への成長投資やM&Aの投資を重点的に行ってまいりま
す。そのうえでさらなる配当性向の向上や自己株の取得など
の株主還元をおこなってまいります。ご理解をお願いいたし
ます。

重点開拓する4つの新領域
さらにGLP 2023の3年間は、将来に向けて新たな芽を成長
させる3年でもあります｡4つのカンパニーと先端技術研究所
の体制のもと、重点的に新たに成長させる4つの分野を「EV､
電池測定 」、「ローカル5 G」、「光センシング」、「医療･医薬
品 」と捉え、それぞれの分野で外部との連携やM&A等を行
うことで成長を加速させてまいります｡ 
　さらに、その先も見据え、6 GやNEMSと称するデバイスの
基礎研究も開始しています。組織の枠を超え、会社の枠を
超え、今までの概念に縛られず、前進してまいります。
1.	ローカル5G
① 共同出資会社「AK Radio Design 」の設立
2021年6月、株式会社構造計画研究所との共同出資によりAK 
Radio Design株式会社を設立しました。ローカル5G導入で必
須の免許申請・取得のための支援、および導入後の運用プロ
セスの支援を提供します。
② Anritsu 5G LABの開設
2021年4月、ローカル5Gの導入、運用、保守の各局面における、
品質保証に必要なテストソリューションを実体験できる施設

「ANRITSU 5G LAB 」を開設しました。ANRITSU 5G LABには

■ GLP2023重点分野

通信計測	
カンパニー

インフィビス
カンパニー＊

環境計測	
カンパニー

センシング&
デバイス	
カンパニー

先端技術	
研究所

5 G 自動車

クラウド 5 G利活用

ローカル5 G

モニタリング

EV*、電池

食品

医療・医薬品

光センシング

光 NEMS*

6 G

アンリツ	
グループ

戦略的コーポレート	
強い “ものづくり”	

4つの新領域を重点的に開拓 *EV: Electric Vehicle
*NEMS: Nano Electro Mechanical Systems

*インフィビスカンパニー：PQA事業の推進



6 ANRITSU CORPORATION

グループCEOメッセージ

グループ各社を本社に統合し、4つのカンパニーと先端技術

研究所の体制としました。

“ものづくり”にこだわる会社
さらに当社は “ものづくり” にこだわる会社です。製品にソフ

トウェアで付加価値をつけたとしても、新たなマーケットに

進出したとしても、その基盤は “ものづくり” によって支えら

れています。しかしながら “ものづくり” の環境は厳しくなっ

ています。

少子化による労働力不足が目の前に迫っています。熟練者

の数は減る一方で、品質への社会的要求は益々強くなり、欠

陥や不正検査は会社を一気に危機に陥れます。

　東北アンリツ、アンリツインフィビス、アンリツデバイス、そ

してアンリツカスタマーサポートは互いに連携して力を集結

し、ロボット化やAI、IoTの活用を推進し、高品質を維持し

ながら付加価値の高い製品を産み出す「強い “ものづくり”

の会社 」を目指していきます。

AK Radio Design株式会社設立調印式
アンリツ株式会社　社長　濱田宏一（左） 
株式会社構造計画研究所　取締役会長　服部正太（右）

Anritsu 5G LAB

実際にローカル5Gに使用される基地局や通信端末が用意さ
れており、ローカル5Gの電波状況や、データ速度や遅延を評
価する各種の測定器群による様々な実証実験を行うことが
可能です。
2.	EV、電池測定
アンリツ株式会社は、2021年7月30日、株式会社高砂製作所
の子会社化を決めました（子会社化完了は、2022年1月を予
定）。業界屈指の高電圧・大電流・大容量の電気エネルギー
制御技術や業界を牽引するお客さまとの取引関係を持つ高砂
製作所を「EV、電池測定」分野を開拓するための中核と位置
づけ、アンリツグループに迎え入れます。

成長戦略を実現する機動力のある 
組織体制
当社が目指す成長戦略に向けては新たな柱となる事業を創

出するイノベーション（革新）を起こさなくてはなりません。人

財や資金を効率良く回し、さまざまな事業の組み合わせから

イノベーションが起きやすい機動力のある体制を整えるため、
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「自分ごと化」を推進する 
サステナビリティ

当社グループは、誠実な企業活動を通じてグローバルな社

会の要請に対応し、社会的課題解決に貢献してこそ企業価

値の向上が実現されると考えており、GLP 2023では、サス

テナビリティ課題への取り組みとその目標とするところを掲

げています。当社は、環境のカテゴリーでは温室効果ガス削

減を重要課題と認識しており、「Anritsu Climate Change 

Action PGRE 30」を策定し、2018年度の電力使用量の約

1%だった再生可能エネルギー自家発電比率を、2030年ご

ろまでに30 % 程度まで高める目標を掲げて取り組んでいま

す。目標実現に向けて主要拠点への太陽光発電設備の設置

等も進めています。

　また、女性幹部職比率の向上、高齢者活躍に向けた新処

遇制度確立などのダイバーシティ経営の推進のほか、社外取

締役比率50 %以上確保などの経営の監督機能を高める取

り組みも進めてまいります。

　当社は、SDGsを「自分ごと化」する活動を推進することで、

世界共通の目標達成に寄与してまいります。当社グループは、

「誠と和と意欲 」をもってグローバル社会のサステナビリティ

とSDGsへの貢献を通じて、企業価値の向上を目指していく

所存です。

通信計測	
カンパニー

コーポレート部門 先端技術研究所

事業子会社

アンリツ興産

ATテクマックセンシング&	
デバイス	
カンパニー

環境計測	
カンパニー

インフィビス	
カンパニー

東北アンリツ アンリツ	
カスタマーサポート

アンリツ	
デバイス

アンリツ	
インフィビス製造/サービス子会社

2020年4月 2021年4月

アンリツ株式会社

■ 2021年度新体制
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1957 1960 1965 1970 1975 1980 1985 11895

＝国内売上高
＝海外売上高

1985
プラザ合意

アンリツ株式会社に
社名変更

NTT民営化

1981
TCP/IP標準化

オイルショック
1973

500

1,000

1,500
（億円）

1895 -1930 1931-1949 1950 -1962 1963 -1974
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1990 1995 2000 2005 2010 2015

2001
ITバブル崩壊

1995
インターネット元年

1991
平成大不況

2008
リーマンショック

2021 2023 2030
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GLP2020の振り返り

GLP2020（2018 -2020年度）の期間においては、主として5G

開発需要とデータセンター関連市場の需要を的確に捉え、通

信計測事業が売上高、営業利益の2020年度目標を達成しま

した。その結果、グループ全体でも売上高、利益、およびROE

目標値を達成することができました。収益性を示す指標であ

る売上高営業利益率はグループとして19 %、資本コストを意

CFOメッセージ
世界の安全・安心を支える価値創造

取締役
専務執行役員
CFO

窪田　顕文

〜2001 2002 2003〜2011 2012 2013 2014 2015〜2020 2021

A- BBB BBB BBB+ BBB+ A- A- A

識した経営を徹底することでROEも15%以上の水準を確保

しました。また、財務の安定性を示す自己資本比率も改善し、

強固な財務体質を構築することができました。この収益性と

財務体質の改善が評価され、長期債の格付けもこれまでの

A-からAへ格上げされました。そして、今、さらなる企業価値

向上を図るために、成長に向けた投資がより重要な段階です。

■ アンリツ格付

2002年12月26日�
A-→BBB
・�2001年ITバブル崩壊、�
2002年度経営構造改革

2012年5月10日
BBB→BBB+
・LTE初期需要を捉える

2014年5月13日�
BBB+→A-
・LTEピークを迎える

2021年5月31日�
A-→A
・�5Gおよび�
データセンタ�
需要を捉える
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2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

0

50

-50

100

-100

150

250

200

85

138

15

76

12

102

56

92

40

79 116

-53 -60
-90

-39
-6

122
147

-37

110

205

-50

155

20202011 2012

118

161

67

140

-37-50
-22

20122011 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

22 19 18 17 16 18 20 19

60 60 60 67 72 73 74 67
83 91 89 93

85 86
91

85
121

132 130
143 141 141 145

134

0

100

100

200

300

400

600

500 125

0

25

50

75

100

150

18

67

137

88

144

90

70

17

2017 2018
0

5

10

15

20

25

30

3.7

2019 2020

10.9

14.9 15.8

2013 2014 2015 2016201220112010

3.5
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GLP2014 GLP2017 GLP2020 
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GLP2023 

20132012 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2023
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6Gへの期待

6 Gは既に2018年頃から関係者間での議論が開始されてお

り、先端企業では今まさに要素技術の研究が進められてい

ます。

　6 Gは、5Gで目指す高速大容量・多数同時接続・超低遅

延の3つの観点で10倍の性能を目指すとともに、無線通信

の接続可能領域を空・海洋・宇宙にまで広げる「超カバレッジ

拡張 」、増え続けるデータを処理するために増加する電力消費

量の大幅な削減のための「超低消費電力化」、幅広いユース

ケースにおける品質保証やセキュリティ、プライバシー確保を

高度化する「超高信頼 」、AIなどの技術を活かして機器が相

互に自律的に連携することでニーズに合わせた最適なネットワー

クを構築する「自律性」を新たに技術目標に加え、5Gをさら

に発展させることにより、通信基盤を超えて社会システムの基

盤としての役割を担おうとしています。5Gでは有線・無線の通

信区間の技術革新に取り組んできましたが、6 Gでは対象領

域を広げ、端末・センサからの情報がネットワーク上で処理

され制御に至るまでの、エンド・ツー・エンドで求められる性

能を満たすことを目標としています。例えば、遅延時間の短

縮もその一つです。センサやカメラが工場内の目となりデー

タを取得し、取得されたデータがネットワーク上のコンピュー

タで処理され工場の機器に応答する場合、データ取得から

機器への応答までの通信全体の遅延時間を短縮することが

CTOメッセージ
アンリツが描く「はかる」未来

WRC’19
2016 2018 2020 2022 2024 2026 2028 2030

3GPP 5G 6G

Initial 5G 5G-Advanced Future wireless communication

通信事業者／
ベンダー

要素技術の研究 システム化 商用化

WRC’23 WRC’27 WRC’31

WRC: World Radiocommunication Conference

Rel-16 Rel-17 Rel-18 Rel-19 Rel-20 Rel-21 Rel-22

最先端技術で“はかる”を超える

理事 
CTO 
先端技術研究所長

野田　華子

■ 3GPP規格における5Gから6 Gへの移行イメージ

WRC：World Radiocommunication Conference
＊出所：一般公開情報を参考に当社作成
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事業領域

アンリツは創業以来、情報通信の未来を切り開くイノベーショ

ンを起こし、オリジナルでハイレベルな製品を社会に送り出す

ことで、通信技術の進化に貢献してきました。通信計測事業

は通信ネットワークインフラの中核となる通信設備・機器の品

質保証に不可欠な測定器群およびシステムを世界中のお客さ

まに提供しています。
●  スマートフォンに代表されるモバイル通信市場で、チップセッ

ト開発、デバイス開発、国際規格適合試験、製造検査に至

る全フェーズ用のテストソリューションを提供。
●  IoT化する自動車、家電および産業用設備に搭載される通

信モジュールのコネクティビティ品質の評価や保証に必要

通信計測事業
アンリツが描く「はかる」未来

▪  新型コロナウイルスの変異株による活動制限と5 Gサー
ビスの展開の遅れ

▪  貿易と地政を巡る緊張の増大と大国間の対立による
事業活動の制限

▪  特定顧客の盛衰

▪  有線・無線通信を網羅する計測技術と多種多様なソリューション
▪  グローバルな開発・販売・サポートネットワーク
▪  業界をリードするお客さまやパートナーとの協業領域の広さ

▪  5 G/IoT 利活用市場の深耕が途上
▪  通信市場への依存度の⾼さ

▪  5 Gのサービス拡大にともなう開発・製造・建設保守向け 
設備需要の増加

▪  会議、娯楽、購買、各種制御のDX化による 
ネットワーク⾼速化・大容量化

▪  ⾼速化・低遅延を活かした非通信産業分野での 
5 G活用の促進（ローカル5 G、 IoT）

S W

O T

強み 弱み

機会 脅威

SWOT分析

な測定器およびシステムを開発用、製造検査用に提供。
●  データセンターからインターネットを介して高精細な映像や

画像を高速で提供するために使用されるネットワークデバイ

スの性能評価および製造検査用の測定器を提供。
●  モバイルネットワークを構成する基地局をはじめとする各種

通信装置・機器の製造や建設保守用の測定器を有線・無線

の領域にわたって幅広く提供。
●  通信事業者のネットワーク稼働状況を可視化し、障害分析

や容量拡充といったネットワークオペレーションの向上に貢

献するモニタリングソリューションを提供。

取締役　常務執行役員
通信計測カンパニープレジデント

島　岳史

5Gの最先端技術で	
通信ネットワークの高度化を実現し、	
社会基盤の拡充に貢献
〜5Gが目指す新しい社会に向けた取り組みを加速〜
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IoT/Automotive

5G-Advanced

5G Development

5G Manufacturing

LTE-Advanced Pro

LTE-Advanced

400GE　→　800GE　→　オール光化
・データセンターの高速化、大容量化

・5G (Sub6GHz) 製造市場
・5G (ミリ波) 製造市場

・5G Rel.15 開発投資 ・5G Rel.16 開発投資 ・5G Reｌ.17 開発投資

・5G Rel.18 開発投資
・ローカル5G

・V2X
・NR-Light

・自動運転
・・・・・

Mobile Market

Wireline Market

5G Utilization
Market

20122008 2018 20212021 20242023 202520202019 2022

市場規模

CY2023CY2022CY2020 CY2021

Rel.16チップ開発
Rel.15商用端末開発

s6
mw

s6

s6

s6

s6
mw

s6

s6

s6

s6

s6
mw

s6
mw

s6

s6

s6s6

Rel.16
Rel.17

開発
Rel.18

Rel.16商用端末開発 Rel.17チップ開発
Rel.17商用端末開発

s6

s6

s6

s6

s6
mws6

mw

s6

s6

s6
mw

s6

s6

s6 s6 s6

s6

s6

s6

s6
mw

サービスイン 検討中
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FY2020 実績

748億円
営業利益率：24%

FY2021

FY2023

820 億円
営業利益率：23%

1,000 億円
営業利益率：23%

5G,5G-Advanced

Data CenterData Center

5G利活用

その他
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5G New RAT 100G/400G 40G/100G
Data Center

Internet

AOC

PCI-E

SDH/WDM

OTN

Ethernet
SDN/NFV

C-RAN

・ 120年以上かけて培ってきた光、伝送、無線、プロトコルにわたる通信・測定技術と製品群
・ 最先端の開発から製造、保守まで、顧客のビジネスをシームレスに支援
・グローバルな開発・販売体制で、各リージョンの顧客要求をタイムリーにサポート
・キー顧客やサプライヤとのパートナーシップにより、最先端技術をいち早く提供

自動車

自動運転

スマートデバイス モバイルネットワーク Fixedネットワーク クラウド

社会課題の解決

お客さま

アンリツ

強み

IoTデバイス・モジュールの
開発製造用ソリューション

RFから光まで
幅広い製品に対応

100G/400Gの
高速通信に対応

常に業界をリードするビット
・エラー･レート･テストで対応 テ

CPRI

LTE

Small Cell

NB-IoT

LTE-A

医療

遠隔医療

建設

遠隔制御

工場

遠隔監視

農業

生育支援

エンタメ

VR/AR
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事業領域

PQA事業は、世界の食品・医薬品産業に向けて品質検査機

器や管理制御システムなどの開発、製造、販売、保守サービ

スを提供しています。

　世界の主な市場において、多種多様なお客さまの課題や

ご要望を受け止め、迅速かつ柔軟に対応するために、事業

体制のローカライゼーションを進めています。

　食品産業では、従来からの課題である「安全・安心を約束

する品質保証 」や「生産性の向上と安定供給」に加えて、

「食品ロスの低減や脱プラスチック」など、持続可能な社会

PQA事業
アンリツが描く「はかる」未来

共に持続可能な未来へ向けて	
最も信頼される品質保証の		
First-to-Call	カンパニーになる

取締役　常務執行役員 
PQA事業グループ 
プレジデント

新美　眞澄

▪  欧米などの大市場における強力な競合
▪  変異株等による新型コロナウイルス感染の再拡大

▪  生産ライン上での⾼速⾼精度な品質検査技術
▪  多様な現場環境に検査機を適応させるエンジニアリング対応力
▪  直接展開地域の充実した保守サービス体制と熟練技術者
▪  国内食品検査市場における実績とトップクラスの市場地位
▪  ローカル5Gなど他事業とのシナジーによるイノベーション
▪  医薬品製造市場に応用可能な基盤技術の保有

▪  欧州などの事業展開がまだ十分でない地域における市
場認知の低さ

▪  海外医薬品市場での認知の低さ

▪  「安全・安心」な食品に関するニーズの世界的な⾼まり
▪  衛生向上を目的とした生産ラインの無人化 /省人化
▪  家庭内消費へのシフトによる加工食品の需要拡大
▪  人工知能やIoTなどの革新的技術の急速な発達

S W

O T

強み 弱み

機会 脅威

SWOT分析

2020年度は新型コロナウイルス対策への投資を優先し、検査機器等の設備投資を延期する動きが一部のお客さまに見られましたが、ワク
チン接種の進捗とともに正常化に向かう見込みです。コロナ後の環境変化を機会と捉え、飛躍のためのイノベーションを起こしていきます。

リモートサポート
操作の説明、トラブル/ダウンタイム
の短縮まで、Web通話で懇切丁寧
にサポートします。

リモートコントロール
自宅/事務所から検査機が遠隔操
作可能に！業務効率の改善とテレ
ワークを推進します。

品質管理・制御システム

アンリツ

テレワーク	
（自宅）

X線検査機

金属検出機

質量検査機
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FY2020 実績

214億円
営業利益率：6%

FY2021

FY2023

230 億円
営業利益率：8%

270 億円
営業利益率：10%

・お客様企業の重要課題を解消するソリューションの創造
・はかるを超える価値創造、世界各地ニーズに的確で迅速対応
・X線検査機の高度化、医療品市場拡大と業務革新で利益体質

日本

EMEAEMEA

米州

アジア
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・ 生産ライン上での高速·高精度な品質検査技術
・ 多様な食品製造環境に検査機を適応させるエンジニアリング力
・日本国内の充実した保守サービス体制と熟練した保守エンジニア
・日本国内の食品検査市場における実績とトップクラスの市場地位

社会課題
の解決

お客さま

アンリツ

強み

食品・医薬品の品質保証の高度化を通じて、
・安全で安心して暮らせる社会
・食品ロスの少ない持続可能な社会

自動電子計量機 品質管理・制御システム金属検出機 質量検査機X線検査機
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2015 2016 2017 2018 2019 （年度）

（人） （%）

2020
0

15

30

45

60

0

10

20

30

40

34

17 18

27 25

3
6 5 6

11

43

9

21
18

33

19

32

24

■■新卒採用者数(左軸)　■■うち女性(左軸)　  女性比率(右軸)
※  採用活動の年度で集計
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■厚木地区　■平塚地区　■東北地区　■国内営業拠点等　■アメリカ　■イギリス
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0
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60%
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10,576

6,044
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脇永　徹
取締役（常勤監査等委員）

脇永：お忙しいところ、ありがとうございます。この度は、2021

年度から社外取締役に就任さ

れた皆さまにご意見を聞かせて

いただくことになりました。まず、

皆さまの専門分野とご経歴に

ついてお聞かせください。

正村：私は無線通信分野の技術者として、日本電信電話株

式会社で衛星通信の研究開発やシステム実用化、技術企画

などに従事した後、NTTドコモで4 Gシステムの研究開発に

携わり、その後、無線システムメーカーに移り、研究開発の

他、品質保証を担当しました。技術者として新しいことに挑

戦し続け、何事にも興味を持ち、「わくわく感 」と情熱を持っ

て取り組むことを大切にしています。

上田：私は弁護士として長年、企業法務を中心に幅広い分

野の案件を取り扱ってきました。近年は会社法や一般的な

商取引のほか、労働問題、知的財産権などに関連する紛争

解決や計画立案段階の案件にも関わっています。仕事を行

う上では、どのような立場で紛争等に関与するとしても、社

会正義の実現に向けて努力することを大切にしてきました。

青柳：私は公認会計士として、会計監査に加え、J-SOX 対

応や内部統制に関する助言、株式公開準備、調査業務等に

携わってきました。過去には、提携先のオランダ法人に出向

し、日系企業等への支援・アドバイス業務などに従事した経

験もあります。これまで、物事に誠実に取り組み、信頼され

る専門家であることを目指してきました。

2021年度は、中期経営計画「GLP 2023 」の開始年に当たります。今中計期間では新たな経営ビジョンのもと、グローバルな

ガバナンス力の向上を目指し、取締役会の多様性の推進や社外取締役比率向上などを目標に掲げています。今回、2021年度

から社外取締役に就任された方々に、今後のアンリツに対する期待や課題について語っていただきました。

（インタビュー実施：2021年7月）

取締役　インタビュー
アンリツの未来を支えるしくみ

正村　達郎
社外取締役

上田　望美
社外取締役（監査等委員）

青柳　淳一
社外取締役（監査等委員）
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11年間の要約財務情報
データ

財務情報 単位：百万円
2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

　売上収益 93,622 94,685 101,853 98,839 95,532 87,638 85,967 99,659 107,023 105,939
（国内） 36,933 35,293 30,133 27,116 28,565 29,338 29,753 32,183 36,293 32,202
（海外） 56,689 59,391 71,720 71,723 66,966 58,299 56,213 67,475 70,729 73,736

　セグメント情報
　　通信計測事業 70,556 71,232 75,962 73,443 67,729 59,333 54,433 68,168 75,165 74,809
　　PQA事業 14,200 14,439 16,919 16,198 18,891 19,588 22,549 23,074 22,575 21,419

　売上原価 44,397 43,715 46,897 46,147 46,557 45,168 44,023 48,807 48,948 48,734
　売上総利益 49,225 50,969 54,955 52,692 48,974 42,469 41,943 50,852 58,075 57,204
　販売費及び一般管理費 23,065 24,346 28,621 29,605 29,621 27,198 26,563 27,944 28,036 26,793
　営業利益 14,000 15,714 14,123 10,882 5,897 4,234 4,912 11,246 17,413 19,651
　税引前利益 13,094 16,139 14,239 11,591 5,434 3,628 4,602 11,362 17,181 19,838
　当期利益 7,972 13,888 9,318 7,874 3,767 2,734 2,898 8,991 13,397 16,143

 
　営業活動によるキャッシュ・フロー 16,143 11,771 13,792 7,582 10,195 9,246 7,946 12,247 14,721 20,481
　投資活動によるキャッシュ・フロー △2,174 △5,030 △5,312 △6,049 △9,042 △3,665 △3,932 △616 △3,686 △5,029
　財務活動によるキャッシュ・フロー △2,264 △10,035 △4,359 △11,234 2,450 △2,758 △8,201 △2,052 △7,592 △14,458
　フリー・キャッシュ・フロー 13,968 6,740 8,480 1,533 1,153 5,581 4,014 11,631 11,035 15,452

 
　設備投資額 3,200 4,562 5,355 9,612 5,399 2,588 3,430 2,436 4,518 5,449
　減価償却費 2,469 2,562 2,863 3,186 3,736 3,935 3,964 4,031 4,732 4,545
　研究開発費＊1 9,842 10,323 12,488 13,366 13,089 11,212 10,556 12,008 13,321 11,246

 
　資産合計 111,287 115,095 127,149 126,893 124,624 125,054 121,190 130,467 138,873 144,100
　資本合計 46,818 64,539 74,896 78,665 75,862 76,485 78,313 85,678 94,331 109,455
　現金及び現金同等物 39,596 37,690 43,215 34,916 37,391 39,682 35,452 45,097 47,669 49,810
　有利子負債 31,417 20,191 19,192 16,241 22,159 22,228 16,165 16,435 14,594 5,848

単位：円

1株当たり情報：
　当期利益 62.17 98.41 64.93 55.72 27.38 19.65 20.97 65.20 97.20 117.18
　希薄化後当期利益 56.33 97.03 64.89 55.72 27.38 19.65 20.97 65.16 97.16 117.12
　配当金 15.00 20.00 20.00 24.00 24.00 15.00 15.00 22.00 31.00 40.00
　親会社所有者帰属持分 341.43 450.36 522.54 572.04 552.26 556.40 569.54 622.87 685.25 794.88

 
主要な指標：  
　営業利益率（%） 15.0 16.6 13.9 11.0 6.2 4.8 5.7 11.3 16.3 18.5
　ROE（%）＊2 19.5 25.0 13.3 10.2 4.9 3.5 3.7 10.9 14.9 15.8
　ROA（%）＊3 7.5 12.3 7.7 6.2 3.0 2.2 2.4 7.1 9.9 11.4
　親会社所有者帰属持分比率（%） 42.1 56.1 58.9 62.0 60.8 61.1 64.6 65.6 67.8 75.8
　デット・エクイティ・レシオ（%）＊4 67 31 26 21 29 29 21 19 15 5
　配当性向（%） 24.1 20.3 30.8 43.1 87.7 76.3 71.5 33.7 31.9 34.1
　親会社所有者帰属持分配当率（DOE）（%）＊5 4.9 5.1 4.1 4.4 4.3 2.7 2.7 3.7 4.7 5.4

日本基準→
財務情報 単位：百万円

2010年度 2011年度

　売上高 77,853 93,586
（国内） 32,952 36,898
（海外） 44,900 56,687

　セグメント情報
　　通信計測事業 53,462 70,531
　　PQA事業 12,325 14,221

　売上原価 43,033 49,384
　売上総利益 34,819 44,202
　販売費及び一般管理費 27,825 29,787
　営業利益（損失） 6,994 14,414
　経常利益（損失） 5,362 13,593
　当期純利益（純損失） 3,069 10,180

　営業活動によるキャッシュ・フロー 9,229 15,871
　投資活動によるキャッシュ・フロー △1,432 △1,963
　財務活動によるキャッシュ・フロー △6,049 △2,204
　フリー・キャッシュ・フロー 7,797 13,908

　設備投資額 1,549 3,165
　減価償却費 2,589 2,555
　研究開発費＊1 9,380 10,012

　総資産 99,249 113,069
　純資産 39,906 54,863
　現金及び現金同等物 27,993 39,596
　有利子負債 36,839 30,336

単位：円

1株当たり情報：
　当期純利益（純損失） 24.09 79.39
　潜在株式調整後当期純利益 22.08 71.01
　配当金 7.00 15.00
　純資産 313.09 399.56

主要な指標：
　営業利益率（%） 9.0 15.4
　ROE（%）＊2 7.9 21.5
　ROA（%）＊3 3.1 9.6
　自己資本比率（%） 40.2 48.5
　デット・エクイティ・レシオ（%）＊4 92 55
　配当性向（%） 29.1 18.9
　純資産配当率（DOE）（%）＊6 2.3 4.2

＊1    2011年度（IFRS）〜2020年度の研究開発費は、一部資産化した開発費を含めて研究開発費
投資額を記載しています。  
したがって、連結純損益及びその他の包括利益計算書で費用計上されている研究開発費と
は一致しません。

＊2    ROE：親会社の所有者に帰属する当期利益／親会社の所有者に帰属する持分（IFRS）、当
期純利益／自己資本（日本基準）

アンリツ株式会社および連結子会社　（2010年度〜2020年度の各年3月31日に終了した1年間）

（注1）   当社は2012年度から国際会計基準（IFRS）に準拠して連結計算書類を開示しています。
（注 2）2012年度の数値はIAS第19号の改定に伴い、変更後の会計方針を遡及的に適用し修正しています。
（注3）  記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

国際会計基準（IFRS）→
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財務情報 単位：百万円
2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

　売上収益 93,622 94,685 101,853 98,839 95,532 87,638 85,967 99,659 107,023 105,939
（国内） 36,933 35,293 30,133 27,116 28,565 29,338 29,753 32,183 36,293 32,202
（海外） 56,689 59,391 71,720 71,723 66,966 58,299 56,213 67,475 70,729 73,736

　セグメント情報
　　通信計測事業 70,556 71,232 75,962 73,443 67,729 59,333 54,433 68,168 75,165 74,809
　　PQA事業 14,200 14,439 16,919 16,198 18,891 19,588 22,549 23,074 22,575 21,419

　売上原価 44,397 43,715 46,897 46,147 46,557 45,168 44,023 48,807 48,948 48,734
　売上総利益 49,225 50,969 54,955 52,692 48,974 42,469 41,943 50,852 58,075 57,204
　販売費及び一般管理費 23,065 24,346 28,621 29,605 29,621 27,198 26,563 27,944 28,036 26,793
　営業利益 14,000 15,714 14,123 10,882 5,897 4,234 4,912 11,246 17,413 19,651
　税引前利益 13,094 16,139 14,239 11,591 5,434 3,628 4,602 11,362 17,181 19,838
　当期利益 7,972 13,888 9,318 7,874 3,767 2,734 2,898 8,991 13,397 16,143

 
　営業活動によるキャッシュ・フロー 16,143 11,771 13,792 7,582 10,195 9,246 7,946 12,247 14,721 20,481
　投資活動によるキャッシュ・フロー △2,174 △5,030 △5,312 △6,049 △9,042 △3,665 △3,932 △616 △3,686 △5,029
　財務活動によるキャッシュ・フロー △2,264 △10,035 △4,359 △11,234 2,450 △2,758 △8,201 △2,052 △7,592 △14,458
　フリー・キャッシュ・フロー 13,968 6,740 8,480 1,533 1,153 5,581 4,014 11,631 11,035 15,452

 
　設備投資額 3,200 4,562 5,355 9,612 5,399 2,588 3,430 2,436 4,518 5,449
　減価償却費 2,469 2,562 2,863 3,186 3,736 3,935 3,964 4,031 4,732 4,545
　研究開発費＊1 9,842 10,323 12,488 13,366 13,089 11,212 10,556 12,008 13,321 11,246

 
　資産合計 111,287 115,095 127,149 126,893 124,624 125,054 121,190 130,467 138,873 144,100
　資本合計 46,818 64,539 74,896 78,665 75,862 76,485 78,313 85,678 94,331 109,455
　現金及び現金同等物 39,596 37,690 43,215 34,916 37,391 39,682 35,452 45,097 47,669 49,810
　有利子負債 31,417 20,191 19,192 16,241 22,159 22,228 16,165 16,435 14,594 5,848

単位：円

1株当たり情報：
　当期利益 62.17 98.41 64.93 55.72 27.38 19.65 20.97 65.20 97.20 117.18
　希薄化後当期利益 56.33 97.03 64.89 55.72 27.38 19.65 20.97 65.16 97.16 117.12
　配当金 15.00 20.00 20.00 24.00 24.00 15.00 15.00 22.00 31.00 40.00
　親会社所有者帰属持分 341.43 450.36 522.54 572.04 552.26 556.40 569.54 622.87 685.25 794.88

 
主要な指標：  
　営業利益率（%） 15.0 16.6 13.9 11.0 6.2 4.8 5.7 11.3 16.3 18.5
　ROE（%）＊2 19.5 25.0 13.3 10.2 4.9 3.5 3.7 10.9 14.9 15.8
　ROA（%）＊3 7.5 12.3 7.7 6.2 3.0 2.2 2.4 7.1 9.9 11.4
　親会社所有者帰属持分比率（%） 42.1 56.1 58.9 62.0 60.8 61.1 64.6 65.6 67.8 75.8
　デット・エクイティ・レシオ（%）＊4 67 31 26 21 29 29 21 19 15 5
　配当性向（%） 24.1 20.3 30.8 43.1 87.7 76.3 71.5 33.7 31.9 34.1
　親会社所有者帰属持分配当率（DOE）（%）＊5 4.9 5.1 4.1 4.4 4.3 2.7 2.7 3.7 4.7 5.4

GLP2014 GLP2017 GLP2020

＊3  ROA：当期利益／資産合計（IFRS）、当期純利益／総資産（日本基準）
＊4  デット・エクイティ・レシオ：（有利子負債）／親会社の所有者に帰属する持分（IFRS）、（有利子負債）／自己資本（日本基準）
＊5  親会社所有者帰属持分配当率（DOE）：年間配当金総額／親会社の所有者に帰属する持分
＊6  純資産配当率（DOE）：年間配当金総額／純資産
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ESGデータ
データ

G

サプライ 
チェーン

Nネット成長戦略会議
の開催、解決策作成、 
実施

4 具体策実施に対する会員会社の評価 成長戦略会議 13回開催 3 80 %

リスク 
管理

事業継続計画の完備
と震災等の緊急事態
の際の対応準備

4 安否確認回数／BCP 本部立上げ訓練
回数 年 4回／年2回 3 80 %

リスクマネジメントの
適正な推進 4 リスクマネジメントの取り組み進捗度 Highリスク（A）を0件 2 53 %

盗難・紛失による情報
漏えい対策の確立 5 情報漏えい事案件数 件数0 3 100 %

内部 
統制

コーポレートガバナンス
の高度化 5 （なし） コーポレートガバナンス・コー

ドを実施 3 100 %

コンプラ
イアンス

社会の変化に対応し
たコンプライアンス経
営の実践

3 コンプライアンス意識調査の総合評価
点（点） 1 . 35以上 3 60 %

内部通報制度の有効
な運用 3 意 識 調 査（通 報 利 用 意 識）の 評 価 点

（点） 1 .15以上 3 60 %

コンプライアンス研修
の積極展開 3 意 識 調 査（研 修 への 評 価）の 評 価 点

（点） 1 . 07以上 3 60 %

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

人財
従業員数 

（　）内は海外グループ会社の 
従業員数（人）

3,788（1,539） 3,717（1,466） 3,778（1,530） 3,881（1,609） 3,954（1,657）

幹部職に占める女性の 
割合 

（女性幹部職数÷全幹部職数）

日本 1.3% 1.0% 1.1% 1.8% 2.3%

米州 24.7% 23.0% 20.2% 18.3% 17.9%

EMEA 19.7% 22.1% 23.5% 21.6% 24.2%

アジア他 21.7% 21.6% 24.1% 23.4% 24.0%

グローバル 10.2% 9.9% 10.5% 10.4% 10.8%

アンリツ（株）　 
育児休職取得者数（人） 男性 0 3 2 2 4

女性 5 8 4 7 5

アンリツ（株）　 
育児休職からの復職者数（人） 男性 0 2 2 2 4

女性 4 2 12 4 7

アンリツ（株）　 
育児休職後の復職率 男性 — 100% 100% 67% 100%

女性 100% 100% 100% 100% 100%
アンリツ（株）　 
育児休職復職1年後の定着率 男性 — 100% 100% 100% 100%

女性 100% 100% 100% 100% 100%

労働安全衛生 労働災害度数率 
（100万時間当たり） 0.21 0.00 0.00 0.65 0.22 

CO2排出量（Scope1+2）（t-CO2）＊ グローバル計 14,279 12,797 12,736 12,443 12,556

エネルギー消費量（原油換算）（kL） グローバル計 7,983 7,698 7,774 8,274 8,436

水使用量（m3） グローバル計 80,352 70,837 72,777 79,588 77,085

エクセレント エコ製品　登録機種数（累計） 44 49 49 52 53

非財務情報

社会

環境

＊Scope 2は、マーケットベースです。
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グロッサリー
データ

用語 解説
3 GPP（3 rd Generation　
Partnership Project）

第3世代の移動通信システムの標準規格を策定するために設立されたプロジェクト。第3世代移動通信システム
（3 G）に続く第4世代のLTE / LTE-Advanced（4 G）、さらに第5世代（5 G）の国際標準規格を策定している。

5 G-Advanced 3 GPPにて定められた、リリース18以降の5 G仕様に対して使用する呼称。6 Gを先取りする新技術を導入する
ことでさらなる高速化を実現した5 Gの拡張規格。

5 G New RAT（5 G New Radio 
Access Technology） 5 Gで使われる新しい無線通信技術。10 Gbpsを超える超高速通信などに対応する。

6 G（Six Generation） 第6世代移動通信方式。2028年頃のサービス開始を目指し、各国で研究が開始された次世代通信方式の呼び名。
AOC（Active Optical Cable） 光電気変換部を内蔵した電気インターフェースコネクタと光ファイバーを一体化したケーブル。
CPRI（Common Public  
Radio Interface）

基地局の無線デジタル処理部（BBU：Baseband Unit）と張出アンテナ部（RRH：Remote Radio Head）を
分離したシステムで、BBUとRRH間の通信で使用されるインターフェース仕様。

C-RAN（Centralized Radio 
Access Network）

無線アクセスネットワーク技術の一つ。無線基地局に無線送受信装置のみが備えられており、無線制御部は
ネットワーク上での上流にあたる収容局に集約されていて、収容局側で通信に使う信号を処理する。

C-V 2 X（Cellular-Vehicle to 
everything） 

V 2 Xは車があらゆるものと通信するための仕様のことであり、車車間（V 2V）、車とインフラ間（V 2I）、車と歩行者
間（V 2 P）などがある。さらに、それをセルラー通信で実現するものをC-V 2 Xと呼ぶ。

LTE/LTE-A（Long Team  
Evolution/LTE-Advanced）

ITU（国際電気通信連合）で承認された第 4世代の移動通信規格（4 G）。LTE-Advancedは、LTEにキャリア・
アグリゲーション等の新技術を導入することでさらなる高速化を実現した規格。3 GPPで国際標準規格の策定
が進められた。

Massive MIMO
従来とは大きく異なる最大128本の圧倒的なアンテナ数により高度なビームフォーミングや空間多重などを実
現し、一人ひとりに専用の電波を割り当てるようにする技術。通信速度が遅くなりがちだった駅や繁華街など、人
が多く集まる場所でも快適な通信が実現できる。

MIMO（Multiple-Input 
and Multiple-Output）

送受信ともに複数のアンテナを持ち、同一周波数帯上でデータの送受信を行う無線通信技術で、通信速度の
高速化が可能となる。LTE-Advancedの主要技術の一つ。

NEMS（Nano Electro 
Mechanical Systems）

半導体加工技術をベースとするマイクロマシン（MEMS: Micro Electro Mechanical Systems）をさらに小型化した、
nmオーダーの機械構造を持つデバイス。

NB-IoT（Narrow Band-IoT） 携帯電話網を活用したIoT通信手法で、LTE規格の一部として3 GPPで標準化された。
NFV（Network Functions 
Virtualization）

ネットワーク機能の仮想化。ネットワークを制御する通信機器の機能をソフトウェアとして実装し、汎用サーバ
の仮想化されたOS上で実行する方式。

NR-Light（New Radio-Light）
3 GPPリリース17に盛り込まれる予定の仕様であり、ウェアラブルデバイスや監視カメラ、産業用センサーなど
の機器での利用が容易になるよう、5 G仕様をより狭い帯域や低いピークデータレート、少ないアンテナで運
用できるようにする。

NSA-NR/SA-NR（Non- 
Standalone New Radio/ 
Standalone New Radio）

3 GPPで策定された5 Gの国際標準規格。
NSA-NR：5 Gシステムで送るデータを既存のLTEシステムで制御する方式。
SA-NR：5 Gシステム単独でデータ通信から制御まですべてを賄う方式。

OSS（Operation Support 
System）

携帯電話などの通信サービスを提供している通信事業者やサービスプロバイダで使用される、ネットワーク
運用を支援するためのシステムの総称。

OTA（Over The Air） 携帯端末を試験する際、ケーブルを用いずに無線で行う方法。
OTN（Optical Transport 
Network）

1対1の伝送に限られていたWDMをネットワークで利用できるようにした光通信規格。従来の電話に加えIPや
イーサネット（Ethernet）等の信号も統一的に扱えるようにした。

PCI-E（Peripheral Component 
Interconnect Express）

パソコンの拡張スロットのインターフェース仕様。2002年にPCI-SIGによって策定されたI/Oシリアルインター
フェース規格。PCIeやPCI Expressと表記される場合もある。

SDH（Synchronous Digital 
Hierarchy）

デジタル伝送システムにおける信号の階層多重方式の国際規格。音声などの低速信号をあらかじめ決められ
た速度系列に多重化して伝送する技術。

SDN（Software Defined 
Network）

コンピュータネットワークを構成する通信機器を単一のソフトウェアによって集中的に制御し、ネットワークの
構造や構成、設定等を柔軟に、動的に変更することを可能とする技術の総称。

Sub 6（サブ6） 5 Gシステムで用いられる周波数帯域の区分を示しており、ミリ波帯域に対して6 GHz以下の帯域を指す呼び方。
規格では6 GHz 以下の帯域をFR 1、ミリ波帯域をFR2と定義している。

WDM（Wavelength Division 
Multiplexing） 波長分割多重方式。大容量の信号を伝送するための光通信技術。

スモールセル（Small Cell） 携帯電話の基地局の種類の一つで、小出力でカバー範囲の狭い基地局のこと。高周波数帯を使用する5 Gで
は高密度での基地局設置が求められることから注目されている。

ビームフォーミング 電波を細く絞って、特定の方向に向けて集中的に発射する技術。この技術を用いることで同一周波数の電波を
使う通信同士の相互干渉が避けられ、空間多重度を上げられる。

GCF（Global Certification 
Forum）認証

通信事業者、携帯端末メーカーおよび試験業者からなる団体であるGCFにて、3 GPP標準仕様に準拠している
ことが認められた携帯端末もしくはその試験環境に出される認証

ローカル5 G
3 GPPリリース16で導入された非公共ネットワーク（NPN：non-public networks）を活用して通信環境を構
築する総務省策定の制度。電波の利用に際して免許取得が必要な点が海外で同様の仕組みとして検討されて
いるプライベート5 Gと異なる。

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

人財
従業員数 

（　）内は海外グループ会社の 
従業員数（人）

3,788（1,539） 3,717（1,466） 3,778（1,530） 3,881（1,609） 3,954（1,657）

幹部職に占める女性の 
割合 

（女性幹部職数÷全幹部職数）

日本 1.3% 1.0% 1.1% 1.8% 2.3%

米州 24.7% 23.0% 20.2% 18.3% 17.9%

EMEA 19.7% 22.1% 23.5% 21.6% 24.2%

アジア他 21.7% 21.6% 24.1% 23.4% 24.0%

グローバル 10.2% 9.9% 10.5% 10.4% 10.8%

アンリツ（株）　 
育児休職取得者数（人） 男性 0 3 2 2 4

女性 5 8 4 7 5

アンリツ（株）　 
育児休職からの復職者数（人） 男性 0 2 2 2 4

女性 4 2 12 4 7

アンリツ（株）　 
育児休職後の復職率 男性 — 100% 100% 67% 100%

女性 100% 100% 100% 100% 100%
アンリツ（株）　 
育児休職復職1年後の定着率 男性 — 100% 100% 100% 100%

女性 100% 100% 100% 100% 100%

労働安全衛生 労働災害度数率 
（100万時間当たり） 0.21 0.00 0.00 0.65 0.22 

CO2排出量（Scope1+2）（t-CO2）＊ グローバル計 14,279 12,797 12,736 12,443 12,556

エネルギー消費量（原油換算）（kL） グローバル計 7,983 7,698 7,774 8,274 8,436

水使用量（m3） グローバル計 80,352 70,837 72,777 79,588 77,085

エクセレント エコ製品　登録機種数（累計） 44 49 49 52 53
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本　社 アンリツ株式会社
〒243 - 8555
神奈川県厚木市恩名5 -1-1
Tel：（046）223 -1111
URL：https://www.anritsu.com

創業（石
せき

杉
さん

社
しゃ

） 1895年（明治28年）

創立年月日 1931年（昭和6年）3月17日

資本金 19, 171百万円

従業員数 3 , 954名（連結）
1 , 284名（単独）

上場証券取引所 東京証券取引所第一部
（証券コード：6754）

株主名簿管理人 三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

同事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号

株主総数 71 , 453名

格付情報 
(2021年5月31日更新）

格付投資情報センター  
長期債　A
短期債　a-1

発行する株式の総数 400 , 000 , 000株

発行済株式数 138 , 282 , 494株

株式の所有者別状況

大株主の状況

株主名 持株数
（千株）

持株比率
（%）

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 15,005 10.90
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 11,908 8.65
BBH FOR MATTHEWS ASIA DIVIDEND FUND 4,887 3.55
株式会社日本カストディ銀行（信託口7） 3,154 2.29
住友生命保険相互会社 2,314 1.68
株式会社日本カストディ銀行（証券投資信託口） 2,240 1.63
株式会社日本カストディ銀行・三井住友信託退給口 2,000 1.45
株式会社日本カストディ銀行（信託口5） 1,843 1.34
BNYMSANV RE ARBEJDSMARKEDETS 
TILLAEGSPENSION 1,740 1.26
BBH BOSTON CUSTODIAN FOR NEXT GENERATION 
CONNECTIVITY ASIA FUND A SERIES T621052 1,673 1.22

（注）　持株比率は自己株式（6 46 , 902株）を控除して計算しております。

金融機関
37.8%

個人その他
27.9%

外国法人等
30.1%

その他の法人
2.1%

証券会社
2.1%

主要子会社（2021年 4月1日現在）

日　本 主な事業内容
アンリツインフィビス株式会社 PQA（製造）

東北アンリツ株式会社 通信計測、環境計測（製造）

アンリツカスタマーサポート株式会社 通信計測（校正・修理・保守）

アンリツデバイス株式会社 デバイス（製造）

アンリツ興産株式会社 施設管理、厚生サービス、カタログ
等制作

アンリツ不動産株式会社 不動産賃貸

ATテクマック株式会社 加工品（製造・販売）

米　州 主な事業内容
Anritsu U.S. Holding, Inc.（米国） 米州子会社を所有する持株会社

Anritsu Company（米国） 通信計測（開発・製造・販売・保守）

Anritsu Americas Sales Company
（米国） 通信計測（販売・保守）

Azimuth Systems, Inc.（米国） 通信計測（開発・製造・保守）

Anritsu Electronics Ltd.（カナダ） 通信計測（販売・保守）

Anritsu Eletronica Ltda.（ブラジル） 通信計測（販売・保守）

Anritsu Company S.A. de C.V.
（メキシコ） 通信計測（販売・保守）

Anritsu Infivis Inc.（米国） PQA（販売・保守）

EMEA 主な事業内容
Anritsu EMEA GmbH（オーストリア） 通信計測（販売・保守）
Anritsu Ltd.（英国） 通信計測（開発・製造）
Anritsu GmbH（ドイツ） 通信計測（販売・保守）
Anritsu S.A.（フランス） 通信計測（販売・保守）
Anritsu S.r.l.（イタリア） 通信計測（販売・保守）
Anritsu AB（スウェーデン） 通信計測（販売・保守）
Anritsu A/S（デンマーク） 通信計測（開発・製造・販売・保守）
Anritsu Solutions S.r.l.（イタリア） 通信計測（開発）
Anritsu Solutions S.R.L.（ルーマニア） 通信計測（開発）
Anritsu Solutions SK,s.r.o. 

（スロバキア） 通信計測（開発）

Anritsu Infivis Ltd.（英国） PQA（販売・保守）
Anritsu Infivis B.V.（オランダ） PQA（販売）

アジア他 主な事業内容
Anritsu Company Ltd.（香港） 通信計測（販売・保守）
Anritsu（China）Co., Ltd.（中国） 通信計測（販売・保守）
Anritsu Electronics（Shanghai）
Co., Ltd.（中国） 通信計測（保守）

Anritsu Corporation, Ltd.（韓国） 通信計測（販売・保守）
Anritsu Company, Inc.（台湾） 通信計測（販売・保守）
Anritsu Pte. Ltd.（シンガポール） 通信計測（販売・保守）
Anritsu India Private Ltd.（インド） 通信計測（販売・保守）
Anritsu Pty. Ltd.（オーストラリア） 通信計測（販売・保守）
Anritsu Company Ltd.（ベトナム） 通信計測（販売・保守）
Anritsu Philippines, Inc.（フィリピン） 通信計測（開発）
Anritsu Industrial Solutions

（Shanghai）Co., Ltd.（中国） PQA（販売・保守）

Anritsu Industrial Systems（Shanghai）
Co., Ltd.（中国） PQA（製造）

Anritsu Infivis（THAILAND）Co., Ltd.
（タイ） PQA（製造・保守）

投資家向け情報 （2021年 3月31日現在）

データ
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